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－総括１－ 

 
新規事業及び重要事業総括表 

 
 
Ⅰ 総 額 
 
 【一般会計】 

区分 令和４年度 令和３年度 伸び率 
予算総額 ３８４,３９０,７６４千円 ２９８,２５０,０９３千円 ２８.９％ 

一般会計構成比        １７.３%        １４.０%    － 
 
  【地方独立行政法人埼玉県立病院機構貸付金事業等特別会計】 

予算総額 ３０,９９６,０９１千円 １１,３８３,４４４千円 １７２.３％
 
  【埼玉県国民健康保険事業特別会計】 

予算総額 ６０１,９３９,２０８千円 ６０９,４４０,４９８千円 △１.２％ 
 
 
Ⅱ 主な新規事業及び重要施策                     （単位 千円） 
 
 １ 感染症対策の強化 

  Ｐ １  一部新規  新型コロナウイルス感染症対策【感染症対策課】    １７０,５１６,４９９ 

  Ｐ ２     新型コロナウイルスワクチン接種の推進【感染症対策課】  ９,９７０,２６５ 

  Ｐ ３  新規 感染症専門人材の育成【感染症対策課】             ３０,５２９ 

 
 ２ 地域で高齢者が安心して暮らせる社会づくり 

  Ｐ ４  一部新規  在宅医療提供体制の整備推進【医療整備課】          ３９,１４０ 

 

 ３ 地域医療体制の充実 

  Ｐ ５      市町村国民健康保険事業への支援【国保医療課】     ５２,９０８,２９４ 

  Ｐ ６    後期高齢者医療制度への支援【国保医療課】       ８３,９６７,４５２ 

  Ｐ ７  一部新規  安心・安全な周産期医療体制の整備【医療整備課】       １１８,９３４ 

  Ｐ ８  一部新規  循環器病対策の推進【疾病対策課・医療整備課】          ８,４７４ 

 

 ４ 医師・看護師確保対策の推進 

  Ｐ ９  一部新規 医師確保対策の推進【医療人材課】             ９０１,３０９ 

  Ｐ１０  一部新規 看護職員確保対策の推進【医療人材課】          ２,１３６,７０１ 

 

 ５ きめ細かな少子化対策の推進 

  Ｐ１１  一部新規 不妊治療への支援【健康長寿課】              １,６３０,４０６ 

  Ｐ１２  一部新規 埼玉版ネウボラの推進【健康長寿課】             ２６８,９９５ 

 

 



 －総括２－ 

 ６ 子育て支援の充実 
  Ｐ１３  一部新規 子育て世帯の医療費負担の軽減【国保医療課】       ９,３０５,０４３ 

 

 ７ 生涯を通じた健康の確保 

  Ｐ１４  一部新規  健康長寿埼玉プロジェクトの更なる推進【健康長寿課】    ３２８,７５８ 

  Ｐ１５     がん対策の推進【疾病対策課】               １９０,４４９ 

  Ｐ１６     自殺対策の推進【疾病対策課】               ２４１,６５８ 

 
 ８ 危機管理・防災体制の再構築 

  Ｐ１７     災害時に活動できる薬剤師災害リーダーの養成【薬務課】      ２,７１２ 

 

 ９ 食の安全・安心の確保 

  Ｐ１８  一部新規  食の安全・安心の確保【食品安全課】            １４８,３６７ 
 

 10 生物多様性の保全 
  Ｐ１９        「犬猫の殺処分数ゼロ」に向けた取組【生活衛生課】       ５４,０９８ 

 

 
 

 



                                  一部新規 
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新型コロナウイルス感染症対策 

 

担当 感染症対策課 総務・物資調達担当 
内線 ３５８９ 

 

１ 目  的 

  新型コロナウイルス感染症の感染動向に応じた対策を適時適切に実施し、１日も

早い収束を目指す。          
 

２ 予算総額     １７０，５１６，４９９千円 

 

３ 事業概要 

（１）検査・医療提供体制の強化（一部新規）    １３７，９９６，１４５千円  

   行政検査を着実に実施するとともに、感染動向に応じ病床を確保するため医療

機関へ各種補助などを行う。併せて、感染拡大傾向時の無料のＰＣＲ検査・抗原

定性検査を実施する。 

 

   

 

 

 

 

 

（２）軽症者等の療養体制の確保          ２８，３３１，８４６千円  

 宿泊療養施設の確保と運営や、自宅療養者の健康観察、配食サービス、パルス

オキシメーターの配布などを行う。 

 

（３）クラスター対策                   ７６，６６１千円 

 感染症対策の専門家で構成されたチームを感染者の発生した福祉施設等へ派

遣し、クラスターに対処する。 

 

（４）県民相談体制の強化              １，４３６，８７９千円  

 受診相談センターや県民サポートセンターにおいて県民からの相談に対応す

るとともに、ＬＩＮＥを利用したお知らせシステムを運用する。      
 

（５）感染者フォローアップ体制の強化        ２，６７４，９６８千円  

   保健所へ看護師や事務職員を派遣し、自宅療養者の健康観察、疫学調査及び県 

  民からの相談対応などを行う。 

 

◆  入院医療機関への協力金      ＥＣＭＯ装着患者、ＮＨＦ装着患者の受入れ 

                    について、新たな補助単価を設定 

◆  救急等医療提供体制確保支援  救命救急センター、周産期医療施設への支援 

新規・拡充事業 
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新型コロナウイルスワクチン接種の推進 

 

担当 感染症対策課 感染症・新型インフルエンザ対策担当 
内線 ８３７３ 

 

１ 目  的 

  新型コロナウイルスワクチンの予防接種について、希望する県民への接種を遅滞

なく行うための体制を整備する。 
 
２ 予算総額     ９，９７０，２６５千円 

 

３ 事業概要 

（１）接種医療機関等への支援            ６，９９６，７８０千円  

  ア ハイペースで多数の方に接種を行う病院・診療所に対するインセンティブ 
  イ 市町村の集団接種会場へ医療機関が時間外・休日に医師・看護師等を派遣し

た場合に、派遣元の人件費相当額を支援【市町村補助】 
  ウ 職域接種を複数企業で共同実施する場合や大学等が学生に加えて地域住民

も対象とする等の基準を満たした場合に会場設置経費を支援  
 

（２）埼玉県ワクチン接種センターの運営       ２，６９０，４２２千円 

 令和４年４月からは、ボリュームゾーンである現役世代のワクチン接種を加速

するため、県の接種センターを４か所に拡充 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）副反応等の相談窓口の運営・正確な情報の周知    ２８３，０６３千円  

  ア ２４時間対応の電話相談窓口を設置し、看護師等が副反応等の相談に対応             

  イ 麻痺やしびれ症状などが慢性化するなど、かかりつけ医等で対応が難しい場 
   合に、専門医療機関につなぐ体制を確保 
  ウ ワクチンのメリットとデメリットを正しく認識した上で接種を検討してい

ただくため、ワクチンに係る正確な情報等を広く周知  
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感染症専門人材の育成 

 

                    担当 感染症対策課 感染症・新型インフルエンザ対策担当 
                      内線 ３５６３     
 

１ 目  的 

  新型コロナウイルス感染症のパンデミックを受け、多くの医療機関においてクラ

スターが発生した。医療機関におけるリーダーとなる感染症専門人材の不足があ

り、効果的な感染症対策がとれなかったことが発生の原因の一つと考えられる。 
  このため、院内で感染防止のリーダーとなる感染症専門人材を育成し、平時から

の感染予防、また感染症発生時の早期対応により、院内クラスター発生を着実に防

止する。 
 

２ 予 算 額     ３０，５２９千円 

 

３ 事業概要 

感染症専門研修の実施                 

埼玉県内の入院医療機関において、感染症対策のリーダーとなる専門人材を育

成する。 
  ア 対象 院内の感染対策を取り仕切る立場になりうる看護師等 

       （令和４年度 ３４３人） 

  イ 研修内容・研修期間 

    研修終了後、各職場ですぐに実務に役立つよう、座学だけでなく演習や実習

を組み合わせた研修を実施 

（ア）座学（ＶＯＤ＝ビデオ・オン・デマンド）：感染症や感染管理に係る理論、   

  施設での感染管理等について学習、効果測定を実施、１２時間程度（２０～ 

  ３０分／１コマ×３０コマ） 

  （イ）演習：集合型で実施、２日間程度 

  （ウ）実習：実際の臨床現場で実施、３日間程度 

 

   

       

    

実践に重点を

置いた内容 

自院の取組や事例発

表、グループワーク 

大病院でシステム、スキ

ル等先進事例に触れる 

自院のリーダー的存在 実習         演習         座学 
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在宅医療提供体制の整備推進 

 

  担当 医療整備課 在宅医療推進担当 
  内線 ３５４５ 

 

１ 目  的 

 急速な高齢化に伴う医療・介護ニーズの増大を見据え、人生の最期まで住み慣

れた自宅等で療養できるよう、在宅医療提供体制の整備を推進する。 

  
２ 予算総額     ３９，１４０千円 

 

３ 事業概要 

（１）在宅医療を担う医師の育成（一部新規）          ９，７３９千円 

    ・在宅医療に必要な知識・技術に関する研修会の開催 
  ・訪問診療等の同行研修の実施（新規） 
 

（２）アドバンス・ケア・プランニング（ＡＣＰ）の普及    １８，６９６千円 

 ・高齢者サロンなど地域に出向いて、ＡＣＰを普及する医師の人材バンク制度の  
   整備 

 ・医療や介護従事者に対して研修を実施し、人生の最終段階にある患者の意向を  

  尊重した医療やケアを提供できる人材を育成 

  ・事前意思表明書を活用し、ＡＣＰを普及 

 

（３）在宅緩和ケアの推進                     １０，２０５千円 

 ・がん診療連携拠点病院等と地域の医療機関や介護事業所との連携体制の構築や   

  在宅緩和ケアを担う人材の育成に係る検討委員会や研修等の実施 

・在宅緩和ケア処方マニュアル等の作成・普及 
 

（４）在宅医療連携拠点の機能強化                  ５００千円 

・在宅医療連携拠点コーディネーターに対する研修の実施等 
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市町村国民健康保険事業への支援 

 

担当 国保医療課 国保企画担当  内線 ３３５６ 

国保財政担当  内線 ３４２７ 

１ 目  的 

  市町村国民健康保険事業の運営の健全化を図るため、必要な財政支援を行う。 

 

２ 予算総額     ５２，９０８，２９４千円 

 

３ 事業概要 

（１）国民健康保険財政調整繰出金          ３３，１１９，７２５千円  

   市町村間における被保険者数や所得水準等による国民健康保険財政の不均衡

を調整するとともに、国民健康保険事業の健全な運営を推進する事業等※に対

して交付する。（保険給付費等の９％、県 10/10） 
 ※主な対象事業 

医療費適正化対策 特定健診・健康づくり 保険税徴収対策 その他 

･生活習慣病重症化予防対策 ･ﾍﾙｽｹｱﾎﾟｲﾝﾄ取組 

(ｺﾊﾞﾄﾝ健康ﾏｲﾚｰｼﾞ事業等) 

･診療情報提供事業 

･徴収対策経費 

･適正賦課対策 

･認知症検診事業 

等 

  

（２）国民健康保険基盤安定事業負担金       １４，２７４，３１６千円 

  ア 低所得者の保険税を軽減するため、その経費の一部を負担する。 

（保険税軽減分 県 3/4、市町村 1/4） 

  イ 子ども（未就学児）の保険税を軽減するため、その経費の一部を負担する。 

    （保険税軽減分 国 1/2、県 1/4、市町村 1/4） 

  ウ 軽減の対象となった被保険者数に応じて、保険税の一部を負担する。 

    （保険者支援分 国 1/2、県 1/4、市町村 1/4） 
  
（３）高額医療費負担金繰出金           ４，６１９，９４１千円 

 高額医療費の発生による市町村国保財政への影響を緩和するため、レセプト

１件当たり８０万円超部分の医療費の一部を負担する。 

 （国 1/4、県 1/4、市町村 1/2） 
  

（４）特定健康診査等実施事業費負担金繰出金      ８９４，３１２千円 

 生活習慣病の発症を予防し医療費の適正化を図るため、特定健康診査及び特

定保健指導を実施する市町村に対し支援を行う。（国 1/3、県 1/3、市町村 1/3） 
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後期高齢者医療制度への支援 

 

 担当 国保医療課 福祉医療・後期高齢者医療担当 

               内線 ３３５８                    

 

１ 目  的 

後期高齢者医療制度の運営が健全かつ円滑に行われるように、運営主体の広域

連合や市町村を支援する。 

 

２ 予算総額     ８３，９６７，４５２千円 

 

３ 事業概要 

（１）後期高齢者医療対策費             ８３，９４１，１０４千円  

広域連合及び市町村に法定負担金を交付して財政支援を行い、後期高齢者医

療制度の健全かつ円滑な運営を図る。 

 

（２）後期高齢者医療財政安定化基金事業費         ２６，３４８千円  

後期高齢者医療制度に財源不足が生じた場合に、資金の貸付・交付を行うた

め、基金の管理を行う。 
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※ 

 
 

 

（診
療
費
の
１
割
）  

 

高
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者
の
保
険
料 

 

約
１
割 

 
 
 

被保険者          
        

財政リスクを分散・軽減する仕組み               

 

後期高齢者支援金     

（現役世代の保険料）   

約４割 

                       

 

公費 ５割           

［国：都道府県：市町村＝４：１：１］    

医療  

給付  

高額医療費に対する支援 
 

レセプト１件当たり 80万
円を超える部分を公費補填 

保険料軽減策 
 

低所得者等に対する保険料
軽減分 

財政安定化基金 
 

保険料未納・医療給付増の
リスクに対応 

 
 
 
 
 

納
付 

 

負
担 

 
 

 
 
 

市町村  

※患者負担︓一定以上の収入・課税所得がある方は 
  令和 4 年 10 月から 2 割負担 
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安心・安全な周産期医療体制の整備 

 

 担当 医療整備課 地域医療対策担当 
内線 ３５３１ 

 

１ 目  的 

 リスクの高い妊産婦や重症の新生児を適切な病院に搬送する体制を整備し、県内

でより安心・安全な周産期医療体制を構築する。 
 

２ 予算総額     １１８，９３４千円 

 

３ 事業概要 

（１）遠隔妊産婦モニタリング支援設備を活用した産科医療体制整備事業（新規）                  

                             ４５，１１４千円  

   一般産科の分娩監視装置を基幹病院とオンラインで接続し、母体管理・搬送判 
  断を支援する体制を整備する。また、母体搬送時に救急車に搭載するモバイル分 
  娩監視装置を整備し、受入医療機関の迅速な処置等に役立てる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）母体・新生児搬送コーディネーター事業        ３０，４７１千円  

   県内のＮＩＣＵ（新生児集中治療室）や産科病床の空き情報を把握し、リスク 
  の高い妊産婦や重症の新生児を、適切な病院に搬送調整する母体・新生児搬送 
  コーディネーターを２４時間３６５日体制で配置する。 
 
（３）母体救命コントロールセンター運営事業        ４３，３４９千円 

 出産後の大量出血や脳血管疾患の重篤な合併症などにより救命を必要とする 

妊産婦を受け入れ、必要な救命措置を行う。         
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循環器病対策の推進 

 

担当 疾病対策課 総務・疾病対策担当 内線 ３５９３ 
医療整備課 地域医療対策担当  内線 ３６３１ 

 

１ 目  的 

 「健康寿命の延伸等を図るための脳卒中・心臓病その他の循環器病に係る対策に

関する基本法」に基づいて策定される「埼玉県脳卒中・心臓病その他の循環器病対

策推進計画」により、循環器病対策を総合的かつ計画的に推進する。 

 

２ 予算総額     ８，４７４千円 

 

３ 事業概要 

（１）循環器病対策の推進                  ２，０８１千円  

 ・循環器病患者、保健・医療・福祉関係者、救急業務従事者、学識経験者により    
 構成される「埼玉県脳卒中・心臓病その他の循環器病対策推進協議会（脳卒中    
 部会・心疾患部会含む）」の運営 

 ・循環器病の予防並びに保健・医療及び福祉サービスの提供に関する実態把握と   

 とそれを踏まえた循環器病対策の推進 

   

（２）大動脈解離の救急医療体制の整備（新規）        ６，３９３千円  

  ア 大動脈解離の観察基準と医療機関リストの見直し 
・緊急の外科手術の必要性が高い事案とそうではない事案を見分けることが  
 できる観察基準を作成 
・医療機関リストを内科的治療に加え緊急の外科手術ができる医療機関（基  
 幹病院）と内科的治療ができる医療機関（連携病院）に区分 

  イ 搬送調整方法の見直し 
・スマートフォンなどで入力した患者情報を元に複数の医療機関に同時に受入     
 照会できるよう救急医療情報システムを機能強化し、大動脈解離の救急搬送     
 に活用 
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医師確保対策の推進 

 

担当 医療人材課 医師確保対策担当 
                                        外線 ０４８－６０１－４６００ 
 

１ 目  的 

  医師の不足及び医師の偏在を解消するため、引き続き医学生に奨学金を貸与す

ること等により医師の確保を図るとともに、後期研修医の県内医療機関への誘

導・定着を推進する。 

         

２ 予算総額     ９０１，３０９千円 

 

３ 事業概要 

（１）埼玉県総合医局機構の推進            １０２，５４３千円  

  臨床研修医の県内医療機関への誘導、若手医師が安心して地域医療に従事で

きるキャリア形成支援、地域医療教育センターのシミュレータを最新機器に更

新など、埼玉県総合医局機構において一元的・総合的な医師確保対策を実施す

る。 

                           

（２）医学生・研修医の誘導・定着促進         ７４４，９０８千円  

   医学生や研修医に奨学金や研修資金を貸与することにより、医師が不足して 
  いる診療科や医師不足地域（特定地域）への医師の誘導・定着を促進する。 
 
（３）医師にとって魅力ある埼玉ブランドの構築（一部新規）４６，４５４千円  

  勤務医の労働時間短縮に向けた取組への助成による勤務環境の改善や、最先

端の知識・技術を習得するための海外留学支援により、若手医師にとって魅力

的な「埼玉ブランド」を構築し、医師の確保・定着を図る。 
                            

（４）後期研修医獲得定着事業                ７，４０４千円 

   病院合同説明会での専門医資格取得に向けた県内病院のプログラムのＰＲ

や、後期研修スタートアップセミナーの開催により、後期研修医を県外から獲

得し、県内への定着を図る。 

 

［シミュレータ機器］ 
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看護職員確保対策の推進 

 

担当 医療人材課 看護・医療人材担当 
内線 ３５４３ 

 

１ 目  的 

  急速な高齢化による医療ニーズの増大が見込まれており、看護職員の更なる確 

 保を図るため、看護職員の養成、復職支援、離職防止・職場定着を促進する。 

 

２ 予算総額     ２，１３６，７０１千円 

 

３ 事業概要 

（１）看護職員の養成                  ６５１，６３９千円 

   看護職員を新たに育成するため、看護師等養成所の運営に必要な経費の一部 
  を補助するとともに、看護学生の実習受入れを拡充する施設を対象に実習指導 
  者の養成などを支援する。 

 

（２）潜在看護職員の復職支援              ３２，４９９千円 

ア ナースセンターにおいて、資格を持ちながら就業していない方を対象に、 
  無料の職業紹介を実施するとともに、離職時の届出制度を活用した情報提供・    
  相談体制を強化する。 

  イ 離職している方の技術的な不安を解消し復職を支援するため、県内各地の 
   病院など医療現場での講習会や個人の希望や経験に応じた採血などの基礎技 
   術に特化した講習会を実施する。 
 
 
 
 
 
 
（３）離職防止・職場定着の促進            ３０３，１８９千円 

  ア 子どもを持つ看護職員等の離職防止と復職を支援するため、病院内保育所 
   を運営する医療機関に対して、その運営に必要な経費の一部を補助する。 
  イ 新人看護職員の早期離職の防止、職場定着及び看護の質を向上させるため、 
   看護実践能力の修得を図る新人看護職員研修の実施を支援する。 
 
（４）看護職員等処遇改善事業（新規）       １，１４９，３７４千円 

   地域でコロナ医療など一定の役割を担う医療機関に勤務する看護職員を対象 
  に、賃上げ効果が継続される取組を行うことを前提として、収入を引き上げる 
  ための措置を実施する。 

 

 

 

 

未就業 

離職 

無料の職業紹介 

復職に向けた研修 

情報提供・相談 

届出 復職 

ナースセンター 
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不妊治療への支援 

 

                      担当 健康長寿課 母子保健担当 

                      内線 ３５６１ 

１ 目  的 

 晩婚化が進展している中で、不妊の問題は一層深刻となっている。そこで、少子

化対策の一環として子供を望む夫婦の不妊検査・不育症検査に対して助成を行うと

ともに、早期の不妊治療を促すため若い夫婦の不妊治療費に助成を行う。また、治

療を行う方への相談支援を強化する。 

２ 予算総額     １，６３０，４０６千円 

３ 事業概要 

（１）特定不妊治療への助成（保険適用への経過措置） １，４６９，１６０千円  

 特定不妊治療が保険適用となる令和４年４月１日より前に開始した体外受精・

顕微授精及び男性不妊治療に要する費用の一部を助成（上限３０万円／回） 

（２）不妊・不育症に係る支援（県独自事業）        １４４，０８５千円  

ア 早期不妊検査費助成 

 早期の治療につなげるため、夫婦揃って受けた不妊検査の費用に対し助成   

（（夫婦につき 1 回のみ。上限２万円） 

イ 早期不妊治療費助成 

 妻年齢３５歳未満の夫婦が行った体外受精、顕微授精に対して助成 

 （初回治療のみ対象。上限１０万円） 

ウ 不育症検査費助成（一部国庫補助事業） 

 ・不育症検査のうち、先進医療に係る費用に対し助成（上限５万円） 

 ・県独自に、先進医療以外の不育症検査費用に対して助成 

  （夫婦につき 1 回のみ。上限２万円） 

（３）普及啓発及び相談                    ９，１４３千円  

 啓発冊子の配布や高校生等への出前講座、医師による面接相談等を実施。 

（４）不妊症・不育症治療を行う方の相談支援の強化（新規）   ８，０１８千円  

 不妊、不育症の治療を行っても、流産、死産等により子供を持つことができな

かった方への相談機能を強化し、精神的負担の軽減を図る。 

ア 同じ経験をした方の団体による相談支援の実施 

イ 市町村、県保健所職員、産科医療機関のスタッフ等を対象に研修会を実施 

ウ 不妊治療等に関係する医療機関、相談機関、行政機関等の協議会を設置 
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 埼玉版ネウボラの推進 

 

                      担当 健康長寿課 母子保健担当 
                                           内線 ３３２６      
１ 目  的 

妊娠・出産・育児の様々な相談にワンストップで応じ、妊娠期から子育て期に

わたるまで切れ目のない支援体制を担う「子育て世代包括支援センター」の設置

運営や、本県独自の取組である「産後うつケア」等の産前産後の事業を行う市町

村を支援し、安心して産み育てられる環境づくりを進める。また、母子保健と児

童福祉の一元的なマネジメント体制の構築を支援することで、母子保健と児童福

祉の連携強化を推進する。 
 

２ 予算総額     ２６８，９９５千円 

 

３ 事業概要 

（１）子育て世代包括支援センターの整備促進・支援    ９４，８０２千円  

「子育て世代包括支援センター」を設置・運営する市町村に対し、保健師等

専門職員の人件費等の運営経費や改修費等の開設準備経費を助成する。 
 

（２）産前産後の支援に係る事業の推進         １３２，６６９千円  

産後うつ病の早期発見等を目的としたスクリーニングや、産後健診費用の助

成、乳児家庭への訪問による養育環境等の把握や支援に取組む市町村に助成を

行うなど、市町村における妊産婦支援を推進する。 
 

（３）母子保健と児童福祉の一体的相談支援体制の構築（新規） 

                            ４０，３１８千円  

母子保健の相談機関（子育て世代包括支援センター）と児童福祉の相談機関

（市町村子ども家庭総合支援拠点）双方の一元的なマネジメント体制を構築す

るために必要な改修等の整備費を助成する。また、母子保健、児童福祉双方に

ついて十分な知識を持つ職員の人件費など、運営に係る経費を助成する。 

 

（４）不安のある妊産婦への家事・育児支援（新規）     １，２０６千円  

家事、育児等に不安を抱え支援が必要な妊産婦へ、不安や悩みを傾聴し、家

事・育児の支援を行う支援員が訪問する事業を実施する市町村に助成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童福祉 

（市町村子ども家庭総合支援拠点） 

○子ども家庭支援員 

○心理担当支援員 

○虐待対応専門職 

母子保健 

（子育て世代包括支援センター） 

両分野のマネジメントができる人材の配置 

情報共有 

協働 

○保健師、助産師等 

○利用者支援専門員 

○困難事例に対応する専門職 
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子育て世帯の医療費負担の軽減 

 

 担当 国保医療課 福祉医療・後期高齢者医療担当 

               内線 ３３６４                    

 

１ 目  的 

乳幼児や重度心身障害者、ひとり親家庭等の医療費を助成する市町村に補助を

行う。 

また、受給対象者のうち未就学児について、令和４年１０月から県内全域での

窓口無料化（現物給付）を実施する。 

 

２ 予算総額     ９，３０５，０４３千円 

 

３ 事業概要 

（１）市町村事業費補助等                ９，１２９，７１２千円  

各市町村が対象者に支給した医療費助成金に対し補助金を交付する。 

また、福祉医療費支給事業の適正な運営を図るため、市町村に対し監査、助

言等を行う。 

 

（２）現物給付導入準備補助（新規）            １７５，３３１千円  

 県内全域における現物給付導入のために必要な市町村の受給者証再発行費用

や、市町村及び医療機関等のシステム改修費用について補助金を交付する。 

 

＜償還払いと現物給付のイメージ＞ 
 医療費 10,000 円、未就学児（保険診療の自己負担 2 割＝2,000 円）の場合 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

償還払い 

現物給付 
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健康長寿埼玉プロジェクトの更なる推進 

 

担当 健康長寿課 健康長寿担当    内線 ３５７８ 
健康増進・食育担当 内線 ３５８６ 

 

１ 目  的 

誰もが、毎日を健康で生き生きと暮らすことができるようにするため、「健康長

寿埼玉プロジェクト」を推進し、健康寿命の延伸と医療費の抑制を目指す。 
 

２ 予算総額     ３２８，７５８千円 

 

３ 事業概要 

（１）市町村の健康づくり事業への支援             ３，０５７千円  

   健康づくり事業を実施する市町村に対するノウハウの提供や市町村担当者の

情報交換会の開催などの支援を行う。 

 

（２）健康長寿サポーターの養成               ６，５０９千円  

   健康長寿の取組を県内に広めるため、市町村にサポーター養成費用を補助する

とともに、企業等を対象とした養成講習を行い、サポーターの拡大を図る。 
 

（３）埼玉県コバトン健康マイレージの実施（一部新規）  ２７１，１７４千円  

   ウオーキングや運動教室の利用などによりポイントを貯め、抽選により賞品が

当たる「埼玉県コバトン健康マイレージ」を運用する。また、事業の効果を測定

するため、レセプトデータ、特定健診データ及び参加者データなどを活用し、医

療費や健診検査値の変化、参加者の行動変容等について検証する。 
 

（４）健康経営実践企業の支援                ３，７０１千円  

   従業員等の健康管理を経営的視点から考え、戦略的に実践する健康経営に取り

組む企業・団体を認定する。 
  

（５）受動喫煙防止対策の推進               ４４，３１７千円 

   健康増進法及び埼玉県受動喫煙防止条例の順守に向けた普及啓発、認証制度の

推進など、受動喫煙防止対策を推進する。 
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がん対策の推進 

 

担当 疾病対策課 がん対策担当 
内線 ３５９９ 

 

１ 目  的 

  がん検診の受診促進、がん検診精度の向上により、がんの早期発見・早期治療に

繋げる。 
  また、がん医療提供体制の充実を図るほか、若年がん患者への支援、がんの実態

把握・分析のためのがん登録を行うなど、がん対策を総合的に実施する。 

 

２ 予算総額     １９０，４４９千円 

 

３ 事業概要 

（１）がん対策の推進                   １７，３８６千円 

  ア がん検診の受診を勧める「がん検診受診推進サポーター」及び「がん検診県

民サポーター」を養成するとともに市町村がん検診の精度向上を支援する。 
  イ 小中、高校生を対象としたがん教育出前講座を開催する。 
  ウ 働くがん患者の幅広い悩みにワンストップで対応する相談を実施する。 
  エ 治療に伴う外見（アピアランス）の悩みに関する相談体制充実のための研修

会を開催する。 
  オ ピアサポーター（がん体験者）の養成研修と派遣相談を実施する。 
  カ 小児がん治療施設を結んだＴＶ会議システムを運用する。 
 

（２）がん医療提供体制の充実・強化           １３９，１２０千円 

 がん診療連携拠点病院が実施する、がん医療に従事する医師等に対する研修や   
相談支援センターでの相談事業等に対し補助を行う。 

 

（３）小児・＊ＡＹＡ世代の若年がん患者への支援      ２８，２０８千円 

 卵子や精子の採取凍結など妊娠するために必要な能力を保持する妊孕性温存 

療法への補助を行う。 

   ＊ＡＹＡ世代とは、「Adolescent and Young Adult」の頭文字で、思春期世代と若年成人世代の 

       １５歳から３９歳の若い年代を指す言葉 

 

（４）がん登録の実施                    ５，７３５千円 

   がん対策の基礎データとなる「がん罹患情報」を収集し、埼玉県のがん罹患情 

  報等の集計を行うことにより、埼玉県のがんの実態を把握し、がん対策に生かす。 
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自殺対策の推進 

 

担当 疾病対策課 精神保健担当 
内線 ３５６５ 

 

１ 目  的 

県、市町村、民間団体が連携して事業を実施することにより、埼玉県の総合的な

自殺対策の強化・充実を図り、自殺を予防する。 
また、市町村や民間団体が関係機関と連携・協力して、地域の問題に主体的に取

り組み解決する能力の向上を図る。 
 

２ 予算総額     ２４１，６５８千円 

 

３ 事業概要 

（１）２４時間対応の電話相談の運営             ３８，１９２千円  

 「こころの健康相談統一ダイヤル（０５７０
お こ な お う

－０６４
まもろうよ

－５５６
こ こ ろ

）」を年中無休・ 

２４時間体制で実施 
 

（２）ＳＮＳ自殺予防相談の運営              ２７，６６９千円  

若者や女性に日常的なコミュニケーション手段として 
定着しているＳＮＳによる相談「こころのサポート＠埼 
玉」を実施 

  ・相談者の利便性を考慮し、曜日を固定して日曜日及び 
   月曜日に相談を受付 
  ・相談者が思い悩むことの多い深夜・早朝帯に対応 
  ・深刻な相談への緊急対応、適切なアドバイス、求める 
   支援へのつなぎ 
 
   
（３）「暮らしとこころの総合相談会」の運営        １２，０８６千円  

弁護士等による多重債務や失業等の経済・生活の悩みに対する相談と精神保健

福祉士等によるこころの悩みに対する相談がワンストップでできる「暮らしとこ

ころの総合相談会」を毎週実施 
 

（４）市町村や民間団体と協力・連携した自殺対策の取組等 １６３，７１１千円 

  ・若年層、ハイリスク地向け自殺対策、普及啓発事業等 

  ・ゲートキーパー研修等を実施する市町村への自殺対策事業費補助 
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災害時に活動できる薬剤師災害リーダーの養成 

 

担当 薬務課 総務・温泉・薬事相談担当 
内線 ３６２５ 

 

１ 目  的 

 埼玉県災害時医療救護基本計画（令和２年３月策定）に規定される災害時の医療

救護活動に必要な医薬品等の供給体制を強化するため、埼玉県災害対策本部や医薬

品等の集積場所などで活動できる「薬剤師災害リーダー」を養成する。 

 

２ 予算総額     ２，７１２千円 

 

３ 事業概要 

（１）薬剤師災害リーダーの養成               ２，１３８千円  

 埼玉県と災害時の医療救護活動に関する協定を締結している一般社団法人埼

玉県薬剤師会と協力しながら、災害時に医薬品等の供給リーダーとなる薬剤師に

対して、必要な知識や実技を習得させるための研修会を開催する。 
 

（２）薬剤師災害リーダーの活用                 ５７４千円  

 災害時に薬剤師災害リーダーが円滑に活動できるよう、フォローアップのため

の講習会を開催する。 
 また、埼玉県災害対策本部が設置された場合に速やかに災害対策本部に参集し

て医薬品等の供給調整に従事してもらうため、薬剤師災害リーダーの中から埼玉

県薬剤師災害リーダーを委嘱する。 

 

【薬剤師災害リーダーと埼玉県薬剤師災害リーダーの役割】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

埼玉県災害対策本部 

（保健医療調整本部） 
 

・ 医薬品等の供給調整 
 

 例）供給要請に基づいた 

    優先順位の決定、 

      数量の調整、 

      代替薬の提案 

          など 
 

・ 薬剤師チームの派遣調整 

   等に係る助言及び支援 

医薬品等集積場所 

（防災基地等） 
 

・代替薬提案への対応 

・医薬品等の仕分け 

・医薬品等の保管管理 

埼玉県薬剤師災害リーダー 

医薬品等の供給要請 

供給指示 供給 

薬剤師災害リーダー 

被災地 

（医療救護所等） 
 

・医薬品等の 

 ニーズの把握 



一部新規 
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食の安全・安心の確保 

 
 担当 食品安全課 食品保健・監視担当 内線３６１１ 

総務・安全推進担当 内線３４２２ 
 

１ 目  的 

  食品営業施設の衛生管理や食品の表示等に対する監視指導、食品の抜き取り検

査を行うことにより、生産から消費にわたる食の安全・安心を確保する。  
   生産者・食品等事業者・消費者によるリスクコミュニケーションを行い、食の 
  安全・安心に関する正しい知識を身に付け、自ら適切な判断ができるようにする。 
 

２ 予算総額     １４８，３６７千円 

 

３ 事業概要 

（１）食中毒予防対策・原因究明費             ８，３７５千円  

   食中毒の原因究明、事件の処理及び予防啓発を行う。 
 

（２）食肉衛生検査センター運営費            ４４，０８７千円  

   安全で安心な食肉・食鳥肉を提供するための検査を行う。 
 

（３）彩の国食の安全・安心確保対策事業         ２１，１０６千円  

   食の安全・安心確保のため、監視・検査を充実するとともに、ＨＡＣＣＰに

沿った衛生管理の運用や導入の支援を行い、事業者による自主衛生管理の定着

を促進する。また、食の安全に関して学ぶ機会を設け、食の安全とリスクを判

断できる人材を育成する。 
 

（４）食品残留農薬調査事業                ７，２００千円  

   食品の残留農薬等の試験法開発を行う。 
 
（５）食肉衛生検査センター建替事業（新規）       ６７，５９９千円  

   老朽化した施設の改善を図るため、食肉衛生検査センター北部支所を建て替    

  えるための設計を行う。 

での監視指導 

卸売市場での監視指導 食肉衛生検査センター北部支所 
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「犬猫の殺処分数ゼロ」に向けた取組 

 

    担当 生活衛生課 総務・動物指導担当 
内線 ３６１７ 

 

１ 目  的 

  「犬猫の殺処分数ゼロ」の達成に向け、野良猫の繁殖抑制対策や収容された犬猫

の譲渡を一層推進するとともに、飼い主（これから飼う予定の人を含む）への適正

飼養に関する普及啓発や動物取扱業者への監視指導について充実を図る。 
 

２ 予算総額     ５４，０９８千円 

 

３ 事業概要 

（１）野良猫の繁殖抑制対策の推進               ９,６０３千円 

  ア 飼い主のいない猫（いわゆる野良猫）の不妊・去勢手術費用を補助する制度

を導入する市町村等への助成 
  イ 彩の国動物愛護推進員が行う「野良猫の不妊・去勢手術活動」を支援 
 

（２）動物指導センター事業の充実             ３４，０９１千円 

  ア 動物愛護団体等と連携した収容動物の譲渡推進、ミルクボランティア制度の

実施による子猫の譲渡推進 
  イ 学校等における「ふれあい教室」の開催 
  ウ 福祉施設等における「アニマルセラピー活動」の実施 
 

（３）動物の正しい飼い方の啓発・指導の充実        １０，４０４千円 

  ア 動物取扱業者に対する監視、指導 

  イ 彩の国動物愛護推進員と連携した適正飼養に関する啓発活動 

  ウ 広報媒体や街頭活動等を通じた各種広報活動 

 

                 

※（１）の事業においては、「彩の国ハッ

ピーアニマルＷＯＡＮ」カード（イオン

リテール株式会社と株式会社ダイエーの

電子マネー）からの寄付金（カード利用

額の 0.1%）を活用 


